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 令和元年８月に策定した「伊東市立小・中学校の規模及び配置の適正化に向け 

た基本方針」（以下「基本方針」という。）において、４つに分けた地区別の現状及 

び今後の見通しは、以下のとおりです。 

第１ 宇佐美地区（宇佐美小、宇佐美中） 

 １ 現状 

⑴  宇佐美小は、令和５年度に２年生（３１人）が単学級となりました。現

４年生以上は、４０人以上の児童数ですが、現１年生から３年生までは、

３０人代の児童数であり、特に１、２年生は、３５人前後であることから

状況によっては単学級となりうる状況です。 

宇佐美中は、全学年複数学級を維持していますが、現小学３年生（３１

人）が入学する際に単学級が誕生することになり、その後しばらく、学年

によっては単学級となりそうです。 

児童生徒数は今後も徐々に減少し続け、宇佐美小は、令和１１年度（2029

年度）に、宇佐美中は、令和１２年度（2030 年度）に全学年単学級となる

見込みです。 
 

⑵  宇佐美小学校の校舎は築３０年（平成６年）と市内小中学校では比較的

新しいものですが、宇佐美中学校の校舎は築５３年（昭和４６年）で、南

小学校の昭和４４年建築に次いで市内小中学校で２番目の古さであり、老

朽化も著しく、改築又は長寿命化の検討が必要となっています。 
 

⑶  過去に実施した調査では、学級数が少ない学校が増えた場合の対応につ 

いて、宇佐美小と宇佐美中の保護者は他の地区と比べて「児童生徒数や学

級数が学校間で差が生じても現在の学校数のままでよい」を選択する割合

が圧倒的に多くなっています。 

２ 基本方針からの抜粋 

⑴  宇佐美中学校は既に９学級を欠き、今後更に生徒数は減少する見込みで

あることから、部活動指導や教科担任制の円滑な運営に支障が生じる前に

なるべく早く一定規模の学校環境を整備する必要があります。 

⑵  宇佐美小学校についても 2035 年度には全学年で単学級となることが予

想されていることから、その前に学校環境を整備する必要があります。 
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⑶  対策としては、市内の他の小中学校との統合により規模の大きな学校環

境とすることや、宇佐美小学校と宇佐美中学校を小中一貫校に位置付けて

９年間を一体的に捉えた学校環境とすることなどが考えられます。 

第２ 旧市街地地区（伊東小、北中） 

１ 現状 

⑴  東小、西小、旭小の３校を統合し、令和５年４月に伊東小学校となり

ました。児童が集団の中で、多様な考えに触れ、協力し合い、切磋琢磨

することを通じて一人ひとりの資質や能力を伸ばしていける環境を作り

ました。統合後に実施したアンケート結果においては、保護者から概ね

統合して良かった旨の評価をいただいているところです。 

⑵  北中学校は、昭和６２年度は５８４人で、同年度に創立された門野中学

校（５６６人）とほぼ同規模でしたが、令和６年度は１０９人となり、門

野中学校（２２６人）の約半分の規模となっています。１学年は、４０人

程度であり、今後の北中学校の生徒数は、４０人に満たない人数で推移し

ていきます。令和９年度（2027 年度）には北中学校も単学級となる見込み

です。 
 

⑶  北中学校の屋内運動場（体育館）は、市内小中学校の校舎・体育館の中

で最も古く、築６３年（昭和３６年）となっており、老朽化も著しく、今

後の建替えが必要となっています。 

２ 基本方針からの抜粋 

⑴  北中学校は既に９学級を欠き、今後更に生徒数は減少する見込みであ 

ることから、部活動指導や教科担任制の円滑な運営に支障が生じる前に

なるべく早く一定規模の学校環境を整備する必要があります。 

⑵  対策としては、市内の他中学校との統合により規模の大きな学校環境と 

することや、旧市街地地区の３小学校との小中一貫校として位置付け、９

年間を一体的に捉えた学校環境とすることなどが考えられます。 

第３ 市街地近郊の住宅地区（大池小、南小、南中、門野中） 

１ 現状 

大池小・南小・南中・門野中は、少なくとも令和１２年度（2030 年度）まで

はクラス替え可能な１学年当たり複数の学級が維持される見込みであり、他
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の地区と比べると少子化の影響は比較的少ない地区と言えます。しかしなが

ら、基本方針において、「将来の本市の状況を考えると、市内中学校は北部と

南部の２校程度に統合し、小学校は北部と中部と南部の３校程度に統合する

などの大幅な適正化の必要に迫られる可能性も高い」と明記していることか

ら、この将来的展望を踏まえた教育環境も検討していく必要があると考えま

す。 

 ２ 基本方針からの抜粋 
  

川奈小学校を除く大池小学校、南小学校、南中学校及び門野中学校の４校

は、2040 年度にあってもクラス替え可能な１学年当たり複数の学級が維持さ

れる見込みであり、他の地区と比べると少子化の影響は比較的少ないため、

今後の児童生徒数の推移に注視しながら将来的には小学校又は中学校間の統

合が必要と考えています。 

第４ 対島地区（八幡野小、富戸小、池小、対島中） 

 １ 現状 

⑴  八幡野小学校は、現在は全ての学年でクラス替え可能な規模となってい

ますが、今後も児童数が減少していき、早ければ令和７年度（2025 年度） 

には単学級の学年が誕生し、さらに、同程度の減少で推移していくと令和

１２年度（2030 年度）には全学年が単学級となっている状況です。 
 

⑵  富戸小学校は、１０人に満たない学級（現１年生、２年生）が複数あり

ますが、令和６年度までは全学年単学級での規模が維持されています。し

かし、令和７年度（2025 年度）以降は、１０人に満たない入学者の年度も

あり、一部で複式学級の編成となる可能性があります。 
 

⑶  池小学校は、平成１９年度に小規模特認校として、他の学区から指定校

を変更して来る児童を受け入れてきました。平成１８年度は３８人であっ

た児童数は、令和６年度は６４人となりました。毎年度１０人程度の新入

生がいましたが、令和６年度の新入生は５人となりました。早ければ、令

和７年度（2025 年度）に一部で複式学級の編成となる可能性があります。

他の学校と比べて今後の見通しが立ちにくい状況でありますが、未就学児

童の学校区別児童生徒数調べによると、今後５人以下で推移していきます。
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地域特性を活かした学校ではありますが、急速に児童数が減ることから、

将来を見据えた再考が必要です。 
 

⑷  対島中学校は、今後もゆるやかに生徒数が減少し続けますが、少なくと

も令和１２年度（2030 年度）までは、クラス替え可能な規模は維持できそ

うです。 

        

 ２ 基本方針からの抜粋 

⑴  富戸小学校は、既に全学年でクラス替えが出来ない単学級となってお

り、今後更に児童数が減少していく見込みであることから、複式学級と

なる前に一定規模の学校環境を整備する必要があります。 

⑵  池小学校は、小規模特認校として自然に親しみながら田園風景に囲ま

れて勉強する環境を望む方が通っているという一面はあるが、全学年で

クラス替えが出来ない単学級であり、学区から通っている子どもにとっ

て多様な個性や競争との関わりという面では、そのあり方の検討が必要

と考えています。 

⑶  八幡野小学校と対島中学校は、今後急速に児童生徒数が減少していく

見込みであることから、今後の児童生徒数の推移に注視しながら、将来

的には小学校又は中学校間の統合が必要と考えます。 

⑷  対策としては、対島地区の３つの小学校の統合により規模の大きな学

校環境とすることや、対島中学校を含めた小中一貫校に位置付けて９年

間を一体的に捉えた学校環境とすることなどが考えられます。 
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 学校規模及び配置の適正化に向けた基本方針 

 

 伊東市教育委員会が目指す学校像「夢や希望を育む学校」の実現に向けた適 

正な教育環境のあり方 

・ 学校環境として目指すべき方向性 

本市の学校は、子どもたちが自分の良さに気付きながら生きて働く力、す

なわち「生きる力」を身に付け、夢や希望を育むことができる環境を目指し

ます。 

この「生きる力」を身に付けるためには「体力」・「学力」・「（注)人間力」の

３つの視点での指導が行われることが必要で、このうち特に「人間力」の指

導については、多様な個性や競争との関わりの中で、対人対応力や仲間の大

切さ、他者への感謝の気持ち等を学び得ることが最も重要であり、これは学

校だけで解決するのではなく、地域やコミュニティあるいは民間事業者との

協働により育む体制や環境の整備が必要です。 

それに向けては、より多くの、より幅広い層の地域住民の参画の下で、地

域やコミュニティ等がそれぞれの特色を活かし、学校や家庭と連携しながら、

子どもたちの学びや成長、安心・安全を支えるネットワークの形成が必要で

あると考えています。 

（注） 「人として備えたい力」のこと。伊東市教育委員会では、人との接し方、基本マナー、

社会性、規範意識、不安や不満等に打ち勝つ強さ、自己肯定感や自己有用感、我慢す

る心や思いやりなどの「人として備えたい力」を総じて「人間力」と捉え、重点的な

指導を目指している。（前ページ参照） 

 

・ １校当たりの適正な学級数 

多様な個性や競争との関わりの中で、対人対応力や仲間の大切さ、他者

への感謝の気持ち等を学びつつ、新学習指導要領にも対応し、児童生徒一人

一人が主体となり、友達との対話を通して自分の考えを広げたり、深めたり

出来るような授業展開を考えた場合、１校当たりの学級数（特別支援学級を

除く。）としては、小学校、中学校とも複式学級を避け、クラス替え可能な

学級数での学校運営を目指します。 

それに加え中学校では、部活動指導や教科担任制の円滑な運営を可能と

する９学級以上を維持することが、より望ましいものと考えます。 

今後の児童生徒数の推移に注視し、クラス替え可能な学級数の維持が困
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難な状況又は困難な状況が予想される場合は、子どもたちのために優先的

に学校同士の統合をはじめ、（注)小中一貫校や義務教育学校への移行、小規模

特認校の指定等、様々な方策を用いて適正な環境を整備していきます。 

（注）小中一貫校と義務教育学校の違い（R6.10.1 修正） 

 小中一貫校 義務教育学校 

設置 ・それぞれ独立している小学校と中学校を１

つの施設に設置する。（施設一体型） 

・小学校と中学校の校舎を隣接して設置す

る。（施設隣接型） 

・小学校と中学校の校舎を別の場所に設置す

る。（施設分離型） 

・小学校と中学校を統合し、１つの学校として

設置する。 

修業 

年限 

・小学校６年間、中学校３年間 ・９年間（通常、学年の呼び方は１年生から９

年生となる。） 

教員 ・小・中それぞれに校長及び職員組織がある。 

（小・中の先生は協力して指導） 

例：小学校時の生徒指導上の課題を確実に中

学校に引き継ぎ、連携して解決に導く。 

・１人の校長及び１つの職員組織となる。 

（全教員が一体となり指導） 

例：生徒指導上の課題に全校、全教員が一体と

なり、密接に関わり続け、解決に導く。 

メリッ

ト 

・中 1 ギャップの緩和が見込める。・異学年交流を実施しやすい。 

・教員同士が生徒の情報を共有し継続的な指導ができる。 

・小学校と中学校の間の段差を緩和すること 

ができ、小学校教育から中学校教育への円 

滑な移行が可能 

・９年間を見通した柔軟なカリキュラムで指導 

することにより、小学校教育から中学校教育 

へのより円滑な移行が可能 

デメリ

ット 

・固定的な人間関係が９年間続く。 ・小中間の教員による調整作業や会議が増加する。 

・施設等の整備や教員の配置（教員免許）に配慮を要する。 

 

ウ １学級当たりの適正な人数 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律は１学

級の児童生徒数の上限を小学校は35人、中学校は40人に設定している中、静岡

県教育委員会では、少人数教育の推進や児童生徒一人一人のニーズに応じた

指導の充実に取り組む、（注)静岡式35人学級編制を実施しており、本市の学校

においても１学級当たりの児童生徒数は35人を上限に学校や学年によって

様々な状況となっています。 

子どもたちが「人間力」を身に付けるためには、ある程度の集団が必要で

あり、グループ学習等に適した環境であることも考慮すると、１学級当たり

の児童生徒数は20～30人規模で、学年や教科等に応じて柔軟に学級を編成す

るなどの工夫も必要です。 
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（注）静岡式 35 人学級編制：平成 21 年度から展開している県独自の施策であり、中学校

は 40 人を上限とする学級編成が国の方針として定められている中、本県では平成 25 年

度以降、小中学校すべての学年で 35 人を上限とした学級編成を行い、どの学年であって

も、きめ細やかな教育ができるよう取り組んでいる。 


